




















(はじめに)

近年国連や WHO などにおいても「リプロダクティブヘルス」すなわち性と生殖の健康問題

がクローズアプップされ、具体的なヘルスニーズの中では unwanted　pregnancy といわれ

る「望まない妊娠」を防止することは最も基本的な母子保健の課題であると認識されてい

る。なぜなら、母子ともに健全であるためには、すべての子どもが待ち望まれて生まれて

くること、すなわち Every　child　should　be　a　wanted　child の理念が達成される

ことが前提条件となるからである。

望まない妊娠は人工妊娠中絶に至ることが多く、また出産した場合、養育の放棄や児童虐

待などの問題が指摘されるなど、医学的のみならず心理的社会的にも大きな問題を生じて

いる。また問題は一個人、一世代にとどまるだけでなく、世代を超えて社会に深刻な影響

を及ぼすことが懸念される。

そこで本年度(平成 6年度)新たに発足した本研究班は、望まない妊娠の実態、原因、及び

予防のための方策を解明するために、主に公衆衛生学、精神保健学、産婦人科学、教育学

の 4つの分野からアプローチすることにし、4つの分担研究班を構成した。

まず国立公衆衛生院の林謙治が分担研究者を兼ねる「人工妊娠中絶の実態に関する研究」

では、人工妊娠中絶の実態を詳細に把握することにより、中絶を極力減らすための方策を

立てることを目的とした。

次に日本家族計画協会クリニックの北村邦夫を分担研究者とする「十代の望まない妊娠防

止対策に関する研究」では、近年わが国でも性行動の活発化が著しい十代の若者に焦点を

当てて、現状を探り、十代の望まない妊娠防止のための行政施策への提言を図るものであ

る。

次に国立神経・精神センター精神保健研究所の上林靖子を分担研究者とする「望まない妊

娠で出生した児及び母親のケアに関する研究」では、望まない妊娠の結果として生じる親

子関係は精神保健的にきわめてハイリスクにあるとの認識から、その問題点や関連する諸

要因を明らかにし、対策を検討する。

最後に広島大学教育学部の清水凡生を分担研究者とする「思春期体験学習の評価に関する

研究」では、望まない妊娠のより早期からの予防という観点から全国各地で実施されてい

る思春期体験学習事業の評価を通して、思春期における体験学習のより効果的なあり方を

検討する。以下この順序に従い、各分担研究班の現在までの研究成果を報告したい。


